
管理連結の高度化
～Financial Planning & Analysisの基盤強化に向けて～

グループ経営管理の中核である管理連結の必要性

連結ベースの管理会計、即ち管理連結はグループ経営管理における中核として多くの企業で実施されていますが、

現状の管理連結に課題があるケースや経営環境の変化に適合していないケースが見受けられます。持続的な企業

価値の創造のため、これらの問題を解決し、管理連結の高度化を実現する必要があります。

管理連結高度化のアプローチ

構想策定から業務システム対応および定着促進・教育に至るまでEnd to Endでサポートできることがトーマツの強み

です。

1

内的課題
（典型的な問題点）

打ち手につながらない
経営資料の作成

1

あるべき管理軸・粒度での
連結ベースの損益が把握
できない

3

情報(製品別・顧客別等)

の信頼度が低い
2

管理連結と制度連結との
差異が説明できない

4

事業規模の拡大・多角化・
グローバル化

5

市場からの企業価値向上
経営の要請

7

外国人株主の増加に伴う
説明責任の増大

6

IFRS導入に伴う管理会計
制度の見直し機運の高まり

8

外的要因
（経営環境の変化）

連結経営情報を利用した
コミュニケーションの活性化

情報の信頼性の向上

経営目標の適切な
落とし込み

高度な分析に基づく
新たなインサイトの提供

管理連結の高度化

財務経理部門の変革
を念頭に置いた、新
たな経営管理体制に
ついて検討する

管理連結における各
種ルール(制管一致
方針、投下資本制度・
社内資本金制度、
共通費配賦等)に対す
る方針を決定する

管理会計制度に則り
具体的な勘定科目や
計算方法、部門付け
替えの方法といった
会計処理の詳細を定
義する

2.経営管理
体制の設計

3.管理会計
制度の設計

4.会計処理
方法の詳細化

新管理会計制度を実
現するために最適な
システムの選定から
導入、業務プロセスの
構築を行う

5.業務再構築・
システム導入

会社の経営戦略を踏
まえて(過去・現在・将
来)、管理すべき分析
軸の種類と優先順位
について検討する

1.構想策定

新経営管理
体制案

管理連結
会計方針書

管理連結
処理方法定義書

単体会計
システム

戦略・管理軸
整理表

実効性を踏まえ
会議体やレポート
の再定義等の
PDCAサイクル
見直しを助言

先進的なプラク
ティスを提示し管
理会計制度のデ
ザインを助言

管理会計（予算・
実績・見込）・連
結・システムの複
合的な知見に基
づくアドバイス

豊富な導入経験
を踏まえた中立
的なシステム選
定、要件定義、テ
ストシナリオ作成
に関する助言

多面的な見地か
ら戦略と管理軸
の適合性を確認

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
タ
ス
ク

ト
ー
マ
ツ
の
バ
リ
ュ
ー 計画策定、進捗管理、課題管理等のプロジェクト運営に関する助言

新管理会計制度を定
着させ、有効に機能さ
せるための説明会
（経営層向け、従業員
向け）を実施する

6.定着促進・
教育

説明会・勉強会

プロジェクトの内
容を熟知したメン
バーによるユー
ザー目線での定
着化促進

連結会計
システム



管理連結高度化を実現するためのポイント

高度化に向けた取り組みにおいては、経営管理・会計・業務・システムのクロスファンクショナルな知見が必要となります。

 ビジネスの実態に即したグループの階層構造(SBU、CGU等)

を定義し、各階層に適切な管理指標(KPI)の設定することが必
要です。

 各階層で設定されたKPIを算定するために必要な各種管理会
計のルール(連結BS・CF作成、社内資本金制度、本社費負担
ルール、共通費の配賦等）を検討し管理連結方針として取りま
とめます。

 管理連結を実施するにあたり制度連結と異なる処理方針を採
用する場合に生じる差異の取り扱いについて検討が必要にな
ります。

 費用対効果を損なわない範囲で如何に制管不一致による不都
合を最小化するかについて、調整を行う管理軸、組織階層、調
整方法といった観点から検討を行います。

制管一致に関する設計

 適切なシステム機能配置の検討と最適なITソリューション等の
中立的な選定が重要です。

 システム構築フェーズにおいてはユーザと導入ベンダーとのコ
ミュニケーションギャップによりシステム導入が非効率となるリ
スクを回避するため、業務とシステムの両面に精通しているプ
ロフェッショナルの活用が効果的です。

必要十分なITソリューション等の選定・導入

ユーザ ベンダー
橋渡し役

(アドバイザー)
ユーザ ベンダー

1.業務要
件の検討

2.システム
要件定義

3.導入、
テスト

4.検収

専門家としての
知見を提供

業務要件の
正確な伝達

業務知識の不足による
コミュニケーションエラー

業務目線からの
テストシナリオの提供

1.業務要
件の検討

2.システム
要件定義

3.導入、
テスト

4.検収

業務要件の
検討不足

業務目線での
テストシナリオ検討不足

 管理連結における管理・分析の軸(製品軸/顧客軸/拠点軸)は
経営戦略と整合的である必要があります。また、過度に詳細
な管理軸の設定は運用負担を増加させるため費用対効果の
観点から適切な管理軸の階層を設定する必要があります。

経営戦略に適合した管理軸の設定

管理
会計
方針

全社

SBU

A

SBU

B

CGU

①
CGU

②
CGU

③
CGU

④

ROIC等

ROA

FCF

展開

展開連動

連動

SBU(Strategic Business Unit)：戦略事業単位
分離可能な戦略単位（事業セグメントなど）

CGU(Cash Generating Unit)：資金生成単位
識別可能なキャッシュフローを生み出す最小単位

KPI(Key Performance Indicator)

目標の達成度合いを計るために継続的に計測・監視される定量的な指標
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・・・

月次

四半期

年度制
管
一
致
の
階
層

制
管
不

一
致
の

階
層

連結処理(棚卸未実現損益消去)の差異について期間で調整する例

月次では簡便的な方法によ
り未実現損益を調整する

四半期は精緻に計算し月次と
の差額は調整欄で吸収する

市
場
軸

製品軸

その他 Bシリーズ

…

甲事業 Zシリーズ製品軸 Z-105

Z-205

製品事業 製品群 製品

…

アジア

欧州

・・・

中国

韓国

台湾

拠点軸

所在地 所在国

日本

アジア

A社

B社

・・・・・・

市場軸

顧客仕向地

＜市場に関する戦略＞
・新興国市場の開拓
・地域集中戦略

・・・

＜拠点に関する戦略＞
・製造・物流戦略の最適化
・コア技術であるXXの展開

・・・

＜事業に関する戦略＞
・新事業XXの早期黒字化
・成長分野のXX事業に注力

・・・

管理会計における管理軸 (例) 企業グループの戦略 (例)

整合性

整合性

整合性

自社に適合した管理会計制度

本社

アドバイザー

KPI

階層1

階層2

階層3
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